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１. 17年 9月中間期の連結業績(平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日)
(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 17年 9月中間期 315,305 12.6 17,007 18.1 18,414 16.2
 16年 9月中間期 280,016 12.8 14,399 59.6 15,842 73.5
 17年 3月期 570,243 30,369 31,769

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

 17年 9月中間期 9,698 12.8 44.47 42.46
 16年 9月中間期 8,595 115.6 43.12 37.63
 17年 3月期 16,451 78.81 70.57
(注) ①持分法投資損益 17年 9月中間期  377 百万円   16年 9月中間期  789 百万円   17年 3月期  1,241 百万円

②期中平均株式数(連結) 17年 9月中間期  218,099,716 株   16年 9月中間期  199,345,700 株   17年 3月期  204,463,983 株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 17年 9月中間期 531,161 158,681 29.9 724.72
 16年 9月中間期 489,629 126,792 25.9 628.08
 17年 3月期 510,548 144,530 28.3 670.40
(注) 期末発行済株式数(連結) 17年 9月中間期  218,956,715 株   16年 9月中間期  201,871,684 株   17年 3月期  215,084,103 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

 17年 9月中間期 14,226 △ 20,106 5,133 35,607
 16年 9月中間期 14,899 △ 2,469 △ 10,554 36,305
 17年 3月期 43,351 △ 19,858 △ 22,550 35,425

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数  51 社    持分法適用非連結子会社数  0 社    持分法適用関連会社数  5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規)  7 社  (除外)  0 社    持分法(新規)  0 社  (除外)  1 社

２. 18年 3月期の連結業績予想(平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日)

百万円 百万円 百万円

715,000 42,000 22,500
(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    92 円 52 銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因
によって予想数値と異なる場合があります。 なお、連結業績予想には平成18年1月1日付けの豊田工機株式会社との合併に
よる業績への影響を織り込んでおります。(売上高 75,000百万円、経常利益 5,000百万円、当期純利益 3,200百万円)
また、1株当たり予想当期純利益(通期)の計算に際しては、合併による株式数の増加を加味して算出しております。
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製品

部品等

製品

連結子会社 非連結子会社

光洋販売(株) KOYO FRANCE S.A. (ﾌﾗﾝｽ)

KOYO CORPORATION KOYO (U.K.) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ) KOYO MANUFACTURING 

OF U.S.A. (ｱﾒﾘｶ) KOYO LATIN AMERICA, S.A. (PHILIPPINES) CORP. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

KOYO STEERING EUROPE S.A.S.  (ﾊﾟﾅﾏ) KOYO ROLAMENTOS DO 

製品 (ﾌﾗﾝｽ) KOYO SINGAPORE BEARING BRASIL LTDA. (ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品

KOYO MANUFACTURING PTE. LTD. (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) 他18社

 (THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) THAI KOYO CO., LTD. (ﾀｲ)

KOYO STEERING KOYO-HPI S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) 関連会社

(THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) KOYO ITALIA S.R.L. (ｲﾀﾘｱ) SONA KOYO STEERING 

EUROPA-KOYO B.V.  (ｵﾗﾝﾀﾞ) 他12社 SYSTEMS LTD. (ｲﾝﾄﾞ)

KOYO DEUTSCHLAND GMBH 他7社

(ﾄﾞｲﾂ)

製品 製品 製品

製品 連結子会社 非連結子会社 連結子会社

KOYO ROMANIA S.A. (ﾙｰﾏﾆｱ) 栄光精密大連有限公司 (中国) KOYO BEARINGS 

他2社 (EUROPE) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ)

KOYO STEERING LYON S.A.S. 部品等

連結子会社 非連結子会社 (ﾌﾗﾝｽ)

製品 T&K AUTOPARTS SDN. BHD. 無錫光洋機床有限公司 (中国) KOYO STEERING DIJON

(ﾏﾚｰｼｱ) 他4社 SAINT ETIENNE S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ)

連結子会社 非連結子会社

ダイベア(株)＊ 光洋熱処理(株) トキオ精工(株) 他2社 原材料

宇都宮機器(株) 無錫光洋軸承有限公司 (中国)

日本ニードルローラー製造(株) 他2社 関連会社 部品等

光洋メタルテック(株) (株)ナカテツ

(株)タイホー 他2社

連結子会社 非連結子会社

製品 光洋機械工業(株) KOYO MACHINERY U.S.A., コーキ・クリエイト(株) 他3社 製品

光洋サーモシステム(株) INC. (ｱﾒﾘｶ)  他1社

製品

連結子会社 部品等

製品 非連結子会社 光洋電子工業(株)

TAIWAN KOYO ELECTRONICS 製品

INDUSTRIES CO., LTD. (台湾) 連結子会社 非連結子会社

製品 AUTOMATIONDIRECT.COM KOYO ENCODER, INC. (ｱﾒﾘｶ)

INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 関連会社 部品等

富士機工(株) 他1社

非連結子会社

製品 光洋(無錫)密封科技有限公司 原材料 連結子会社

製品 (中国) 光洋シーリングテクノ(株) 製品

製品 連結子会社 部品等

TENNESSEE KOYO STEERING 

SYSTEMS CO. (ｱﾒﾘｶ) サービス関係その他

連結子会社 非連結子会社

コーヨーサービス(株) コーキ・テクノ(株) 他8社

KOYO STEERING SYSTEMS OF 関連会社

NORTH AMERICA, INC. (ｱﾒﾘｶ) (株)久永

 ＊ (株)大阪証券取引所市場第2部に上場しております。
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トヨタ自動車(株)
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 経 営 方 針 

 
１．経営の基本方針 

当社グループは、 
① マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。 
② 新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。 
③ 人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。 

 以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、 
グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指 
してまいります。 

 
２．中長期経営戦略 

当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図 
るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。 

   ベアリング部門につきましては、 
① 重点分野の商品戦略の展開 
② 技術開発力の強化 
③ グローバル供給・調達体制の構築 

  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、 
① 省エネステアリングシステムに代表される先端技術の開発力強化 
② グローバル開発・生産・調達体制の強化 
③ 市場優位の製品開発（コスト･性能･品質） 

 その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、多様な商品展開 
を図り、当社グループの優位性を活かした事業の選択と集中を行ってまいります。 
  また全ての部門において、品質優先を方針として掲げ、より一層の取り組みを進めてまいります。 
 
３．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社では、基本方針の決定・展開および業務執行に関しては、各実施部門が社内規定に基づく達 
成状況の自己評価および自主監査を実施し、その結果を統括部門に提出すると同時に、取締役会、 
監査役監査および各種会議体（専務会・常務会・経営会議・コミットメント報告・関係会社社長会 
等）を通して、法律・社内規定との照応を行っております。監査役監査については、監査役 4名お 
よび専任スタッフにより、取締役会への出席および重要な部門における業務・財産の状況の調査等 
の監査を行っております。また、効率化等を目的として、監査役と公認会計士との間では、各々の 
監査結果の定期的な連絡会等の連携が図られております。 
コンプライアンス関係については、輸出管理委員会、地球環境保全委員会および企業行動監理委 

員会等を設置し、自主監査・内部監査を通して全社展開を図っております。従業員に対しても「企 
業行動規準」を制定、その徹底を図るために階層別の教育およびコンプライアンスに関する実施事 
項のチェックを実施しております。さらに社内の相談窓口として「企業倫理ヘルプライン」を設置 
するなど、適法性の確保に努めております。 
 リスク管理体制については、従来の発生時対策中心の体制に加え、「危機管理規則」の制定によ 
り、リスクの事前予知・予防から発生時対策まで一貫した対応を行なえる体制の定着を推進してお 
ります。  
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４．利益配分に関する基本方針 
当社は、安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向等を総合的に勘案の上、配当額を決定 
しております。内部留保資金につきましては、今後の事業展開に活用していくこととし、株主の皆様 
のご期待におこたえしてまいりたいと考えております。 
 
５．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、平成 17年 5月 13日締結の豊田工機株式会社との合併契約書に記載のとおり、1単元の株 
式の数を 1,000株から 100株に変更する予定であります。 なお、変更予定日は平成 18年 1月 4日と 
しております。 
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(105④期のものをコピー済) 
 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

 

  

１．当中間期の概況 
当中間期におけるわが国経済は、原油・原材料等の価格上昇などがありましたものの、企業収益 

の回復を背景に民間設備投資額が着実に増加するなか、消費者マインドの改善とともに個人消費も 

底堅く、緩やかな回復傾向で推移いたしました。 

また、海外におきましても、欧州経済の景気回復は緩やかながら、米国経済は民間需要の拡大に 

支えられ好調を維持し、またアジア経済も中国をはじめとして引き続き景気拡大となりました。 

このような経営環境の中で、当社グループといたしましては生産性の向上、販売・物流体制の効 

率化、新技術・新商品の開発力の強化に取り組んでまいりました結果、当中間期の連結売上高は 

３,１５３億５百万円と前年同期に比べ３５２億８８百万円、率にして１２.６％の増収となりました。 

製品部門別に見ますと、 

ベアリング部門では、自動車業界向けを中心に日本・北米における販売が堅調であったことなど 

により、１,２３０億９６百万円と前年同期比４.８％の増収となりました。 

ステアリング部門では、国内をはじめ北米・アジアにおける販売が好調に推移したことにより、  

１,４８８億６７百万円と前年同期に比べ１７.５％の増収となりました。 

その他の部門では、工業炉や工作機械等が国内販売を中心に伸びたことなどにより、４３３億  

４２百万円と前年同期に比べ２０.９％の増収となりました。 

収益面につきましては、鋼材の価格上昇等の影響もありましたが、売上高が増加したことなど 

により、連結経常利益は１８４億１４百万円と前年同期比１６.２％の増益となりました。連結中間 

純利益は、特別損失として固定資産の減損損失１１億５３百万円を計上しましたが、前年同期に比 

べ１２.８％増益の９６億９８百万円となりました。 

当期の中間配当金につきましては、１株につき６円とさせていただきます。増加に加え個人消

拡 
２．通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、景気は当面底堅く、堅調に推移するものと見込まれますが、一方、

原油・鋼材等の原材料価格の高騰や為替変動に伴う輸出環境の変化など先行き不透明な要因も多く、

国内外とも、なお予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

このような中で、当社は平成１８年１月１日に豊田工機株式会社と合併、新会社「株式会社ジェ 

イテクト」へと生まれ変わります。本合併により、さらに皆様に期待される企業に飛躍・成長する 

ことにより、経営環境の変化に対処し社会の信頼に応えてまいります。 

株式会社ジェイテクトの平成１８年３月期通期の業績につきましては、連結売上高７,１５０億円、

連結経常利益４２０億円、連結当期純利益２２５億円を見込んでおります。 
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３．財政状態 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは１４２億２６百 

万円の資金の増加であり、前年同期に比べ６億７２百万円の減少となりました。投資活動によるキ 

ャッシュ・フローは２０１億６百万円の資金の減少であり、前年同期に比べ１７６億３７百万円の 

減少となりましたが、財務活動によるキャッシュ・フローは５１億３３百万円の資金の増加であり、

前年同期に比べ１５６億８７百万円の増加となりました。これらに新規連結に伴う増加額および換 

算差額の増加を加算した結果、当中間期末における現金及び現金同等物は３５６億７百万円となり、

前期末に比べ１億８２百万円の増加となりました。 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

 
平成 15 年 3 月期 平成 16 年 3 月期 平成 17 年 3 月期 

平成 17 年 9 月 

中間期 

株主資本比率(％) 23.0 23.7 28.3 29.9 

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率(％) 26.1 43.9 61.1 70.6 

債務償還年数(年) 6.6 3.8 3.2 5.0 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ 7.7 14.9 14.8 13.4 

 (注) 株主資本比率 ：株主資本／総資産 

 時価ベースの株主資本比率 ：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

・債務償還年数は、中間期では、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため、2倍して算出 

  しております。 

 

４．事業等のリスク 

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があ

ると考えられる主な事項は以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当中間期末現在において判断したものであります。 

 

(1) 自動車業界及び自動車市場の動向が業績に及ぼす影響について 

当社グループはベアリングおよびステアリングの製造販売を主な事業としております。 

ベアリングは、各産業において広く使用される部品であり、その役割は軸を円滑に回転させると

ともに、長時間にわたって高精度を維持し、かつ経済的利点を有する重要な部品であります。当社

グループでは、売上高のおよそ過半が自動車業界向けであります。一方、ステアリングは、自動車

の進行方向を自由に変えるためのハンドル操作を適切にタイヤに連動させる操舵装置であり、大半

を自動車業界向けに製造販売しております。 

なお、当社の筆頭株主であるトヨタ自動車株式会社との取引金額は、連結売上高の 10％を超えて

おります。 

また当社グループは、日本をはじめグローバルな自動車の需要見通し、および顧客より提示され

る自動車の売上見通し等を総合的に検討し、判断の上で経営資源の効率的な投入を行っております

が、将来の需要が現在の見通しどおりに推移する保証はありません。 

これらのことから、当社グループの業績は自動車業界および自動車市場の動向に影響を受けるこ

とがあります。 



－    － ６

(2) 製品開発力等の競争力が業績へ及ぼす影響について 

当社グループの事業は、同業他社との激しい企業間競争に晒されております。一方、近年、顧客

のニーズ(スペック要求・コスト低減)はより高く、かつ開発期間の短縮化も求められております。

当社グループとしては製品開発力の強化はもちろんのこと、生産準備期間の短縮、生産の仕組改革

等さまざまな面から施策を講じて顧客要求を満たすべく努力しております。しかしながらこれらの

施策が必ずしも顧客のニーズを満足させ、将来にわたって常に他社を上回る競争力を保持し続ける

ことができるかどうかは予測困難であります。当社は平成 18 年１月１日付で豊田工機株式会社と合

併する予定であり、このような経営資源の統合は人材面・資金面からも企業間競争力強化に大きな

効果をもたらすものと考えておりますが、当社グループの業績は企業間競争の結果の影響を受ける

ことがあります。  

 

(3) 海外展開による業績への影響について 

当社グループはグローバルな事業展開を行っており、連結売上高に占める海外売上高の割合は、

52.9％となっております。当社グループはグローバル供給・調達体制の推進や為替予約等により、

海外展開によるリスクの軽減を図っておりますが、それによって全てのリスクを排除することは不

可能であります。従いまして、当社グループの業績は、海外の景気動向、為替相場の変動等の影響

を受けることがあります。  

 

(4) 品質問題による業績への影響について 

当社グループは日本で初めて ISO/TS16949(2002 年度版)を取得するなど、品質確保を経営の最重

要事項の一つとして掲げております。しかしながら一般的に、製品の開発・製造等における品質上

のリスクの全てを将来にわたって完全に排除することは、困難なものと認識しております。また製

造物責任等については、保険加入によるリスクヘッジも行っておりますが、訴訟等により高額の賠

償請求を受けた場合には、十分なカバーができないケースも想定されます。 

これらに伴う社会的信用の低下、取引停止等も含め、当社グループの業績は品質問題の影響を受

けることがあります。 

 

(5) 災害による業績への影響について 

当社グループは東海・東南海・南海地震などの大規模災害を想定して中央防災対策委員会を設置

し、災害発生時の被害の最小化を図るために各種事前対策、発生時対策を講じております。しかし

ながらこれらにより、罹災時リスクの一掃を図ることは難しいものと考えております。取引先の罹

災による生産活動停止等の外部要因も含め、当社グループの業績は災害による影響を受けることが

あります。 

 

(6) 材料費高騰による業績への影響について 

当社グループで製造販売するベアリングおよびステアリングは鋼材を主要原材料としております。

近年の供給逼迫による世界的な品不足から、鋼材価格は更に高騰する可能性があり、このことは当

社の製造原価にも影響を及ぼすと考えられます。これについては原価低減活動等の内部努力および

一部については販売価格への転嫁等さまざまな対策を講じておりますが、想定を超える鋼材価格の

高騰が発生した場合、その影響を 100％回避することは困難であると認識しております。これらのこ

とから、当社グループの業績は鋼材市況の動向に影響を受けることがあります。 



－    － ７

(7) 法改正、訴訟等による業績への影響について 

世界各国にはさまざまな法規制等が存在しており、当社グループがグローバルな事業展開を行う

上では、これらを十分に意識した対応を過去より行っております。しかしながら社会情勢および景

気動向等から、時として、当社が予期し得ない法規制等の改正等が行われることがあります。また、

これらの改正等が当社にとって不利益に作用する場合や、訴訟等により賠償義務が発生する可能性

も否定することはできないと考えております。当社はベアリングおよびステアリングを製造販売す

るメーカーであり、製造物責任については上記に記載のとおり保険付保等の一定のリスクヘッジも

行っておりますが、一例として、米国におけるアンチダンピング課税については、税率の動向およ

び課税賦課品目の見直し内容によっては、新たな損失が発生することも想定されます。これらのこ

とから、国内外を問わず、当社グループの業績は法改正や訴訟等の影響を受けることがあります。 

 

 



－    － ８

 

 中 間 連 結 貸 借 対 照 表  

    (単位 百万円) 

 
科          目 

当  中 間 期 

(17.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(16.9.30 現在) 

前         期 

(17.3.31 現在) 

 （資 産 の 部）    

  流 動 資 産      ２８６,０５２      ２６０,２５１      ２７１,３９７ 

    現 金 及 び 預 金       ３６,２７２       ３６,７２２       ３５,８６１ 

    受取手形及び売掛金      １５１,７６５      １３５,５９８      １３９,１３７ 

    有 価 証 券             ４７             ５９         ４３ 

    棚 卸 資 産        ７６,５２１        ６８,１０９        ７４,２２５ 

    繰 延 税 金 資 産          ８,０２６          ７,５００          ８,４５８ 

    そ の 他        １４,０５４        １２,９０４        １４,３５０ 

    貸 倒 引 当 金     △      ６３４     △      ６４３     △      ６７８ 

  固 定 資 産      ２４５,１０８      ２２９,３７８      ２３９,１５０ 

   有 形 固 定 資 産      １７８,７７７      １７３,０６４      １７８,４２２ 

    建 物 及 び 構 築 物        ４４,０６４        ４４,６９９        ４４,１９２ 

    機械装置及び運搬具        ８９,９９６        ８５,５３４        ９２,０１０ 

    工 具 器 具 備 品          ６,１０５          ５,４６７          ５,９６３ 

    土                  地        ２６,２８９        ２６,８３７        ２６,０７９ 

    建 設 仮 勘 定        １２,３２２        １０,５２７        １０,１７６ 

   無 形 固 定 資 産          ３,８７８          ３,３０２          ３,９８３ 

    連 結 調 整 勘 定          １,１３０          １,１８３          １,２０４ 

    そ の 他          ２,７４７          ２,１１９          ２,７７９ 

   投資その他の資産        ６２,４５２        ５３,０１０        ５６,７４５ 

     投 資 有 価 証 券        ３９,２１９        ３４,４０６        ３８,１０４ 

     出 資 金        １１,７９９          ８,３９１          ９,０１９ 

    長 期 貸 付 金             ２２７             １２８            １０５ 

     繰 延 税 金 資 産        １１,６８０        １１,８３３        １２,０７２ 

    そ の 他          ２,５４９          ２,８５８          ２,２７５ 

    貸 倒 引 当 金     △     ４１２     △     ５４７     △     ４１６ 

    投 資 損 失 引 当 金     △   ２,６０９     △   ４,０６０     △   ４,４１６ 

   資     産     合     計      ５３１,１６１      ４８９,６２９      ５１０,５４８ 

（注）                                     当中間期           前年中間期             前    期 

  １．受取手形割引高                  １,４３５百万円       ５２９百万円       ３２６百万円 

 ２．受取手形裏書譲渡高                  ４５百万円       ３９百万円          ４５百万円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額  ３９９,１０１百万円  ３８４,１７１百万円  ３９２,８３７百万円 

 ４．保証債務                          ３,４５１百万円         ７８０百万円      ２,１７８百万円 

 ５．自己株式の数                  １７９,３９７株        ９９,４４５株      １５７,４２９株 
  

   



－    － ９

 

 

                                              (単位 百万円) 

 
    科          目 

当  中 間 期 

(17.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(16.9.30 現在) 

前         期 

(17.3.31 現在) 

 （負 債 の 部）    

  流  動  負  債       ２４１,７４１       ２３１,５２８       ２４０,４０６ 

    支払手形及び買掛金       １２５,０１３       １０４,１５５       １２２,０５６ 

    短 期 借 入 金         ６１,８９３         ６３,２８４         ５２,５２９ 

    一年以内返済長期借入金          ４,９１１          ７,９８８         １４,３０９ 

     一 年 以 内 償 還 社 債               －      １０,０００                 － 

     1 年以内償還転換社債           ３６６               －          １,８１０ 

     未 払 金         １６,６６０         １６,１２０         １６,２６０ 

    未 払 費 用         ２１,５７６         １９,９３９         ２１,１４３ 

    未 払 法 人 税 等           ６,８２１           ６,０１４           ８,２４８ 

    そ の 他           ４,４９９           ４,０２５           ４,０４８ 

  固  定  負  債       １２０,５６４       １２１,７１０       １１５,７７６ 

     社                  債         １０,０００         １０,０００         １０,０００ 

     転 換 社 債           １,４０７         １５,３９８           ３,０５３ 

     新 株 予 約 権 付 社 債           ９,９９３         １０,０００           ９,９９７ 

     長 期 借 入 金         ５２,２５０         ４１,３４２         ４６,４６７ 

     繰 延 税 金 負 債           １,０４１           １,０１６              ６７４ 

     退 職 給 付 引 当 金         ４３,０８８         ４１,８８４         ４３,１８７ 

     役員退職慰労引当金           １,２０１           １,０２４           １,２０１ 

     そ の 他           １,５８２           １,０４５           １,１９５ 

   負    債    合    計       ３６２,３０６       ３５３,２３８       ３５６,１８２ 

   少 数 株 主 持 分         １０,１７３           ９,５９８           ９,８３６ 

 （資 本 の 部）    

  資         本         金         ３５,０１０         ２８,１９４         ３３,４６３ 

  資 本 剰 余 金         ６９,７８２         ６２,９６５         ６８,２３５ 

  利 益 剰 余 金         ５４,３３５         ３９,９６５         ４５,９２９ 

  その他有価証券評価差額金         １０,１７８          ６,６５５           ７,８６５ 

  為 替 換 算 調 整 勘 定     △  １０,４３１     △  １０,９１０     △  １０,８０３ 

  自 己 株 式     △      １９３     △        ７８     △      １５９ 

   資   本   合   計       １５８,６８１       １２６,７９２       １４４,５３０ 

   負債､少数株主持分及び資本合計       ５３１,１６１       ４８９,６２９       ５１０,５４８ 

 

 

 

 



－    － １０

 

 中 間 連 結 損 益 計 算 書  

                                           (単位 百万円) 

  

   科           目 

当 中 間 期 

17.4. 1 から 

17.9.30 まで 

前 年 中間期 

16.4. 1 から 

16.9.30 まで 

前    期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

     

    売 上 高    ３１５,３０５    ２８０,０１６    ５７０,２４３ 

    売 上 原 価    ２５８,７４９    ２３０,３７５    ４６８,４４６ 

      売  上  総   利   益       ５６,５５６      ４９,６４１    １０１,７９６ 

    販売費及び一般管理費      ３９,５４８      ３５,２４２      ７１,４２７ 

      営 業 利 益       １７,００７      １４,３９９      ３０,３６９ 

    営 業 外 収 益    

      受 取 利 息 配 当 金          ３７４          ３００          ８９４ 

      持分法による投資利益           ３７７           ７８９        １,２４１ 

      雑    収    入        ２,３９８        ２,０５２        ３,２４７ 

    営 業 外 費 用    

      支 払 利 息        １,１３３        １,４６２        ２,９５８ 

      雑    損    失          ６０９          ２３６        １,０２４ 

      経 常 利 益      １８,４１４     １５,８４２     ３１,７６９ 

    特 別 利 益    

      固 定 資 産 売 却 益               ２９            ９５          ３４８ 

      そ の 他                １５           ４６５           ４６８ 

    特 別 損 失                  

      固 定 資 産 除 却 損          ２９６          ２２５        １,３８５ 

      固 定 資 産 評 価 損                 －              －          ８９４ 

      減 損 損 失           １,１５３               －               －

      有 価 証 券 等 評 価 損                １９           ３６０           ３３９ 

      そ の 他           １,０９７        ２,１４７        ３,９４７ 

      税金等調整前中間(当期)純利益       １５,８９１      １３,６６９     ２６,０２０ 

    法人税､住民税及び事業税        ６,５１８        ４,７１４      １１,２７８ 

    法 人 税 等 調 整 額    △     ５０７    △       ２５    △  ２,１６１ 

    少 数 株 主 利 益           １８２           ３８５           ４５１ 

      中 間 （ 当期）純利益         ９,６９８        ８,５９５      １６,４５１ 

 

 

 



－    － １１

 

 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書  

                                            (単位 百万円) 

  

科       目 

当 中 間 期 

17.4. 1 から 

17.9.30 まで 

前年中間期 

16.4. 1 から 

16.9.30 まで 

前    期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

     

 (資本剰余金の部)    

     

  資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ６８,２３５ ６１,４２７ ６１,４２７ 

     

  資 本 剰 余 金 増 加 高   １,５４６   １,５３８   ６,８０８ 

    転換社債の転換による増加額      １,５４６      １,５３８       ６,８０７ 

    自 己 株 式 処 分 差 益             ０             －              ０ 

     

 資本剰余金中間期末(期末)残高 ６９,７８２ ６２,９６５ ６８,２３５ 

     

 (利益剰余金の部)    

     

  利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ４５,９２９ ３２,２２１ ３２,２２１ 

     

  利 益 剰 余 金 増 加 高   ９,８０６   ８,８０１ １６,６５９ 

    中 間 ( 当 期 ) 純 利 益      ９,６９８      ８,５９５ １６,４５１ 

    連結子会社増加に伴う増加額        １０８         ３４        ３４ 

    ルーマニア連結子会社のインフ 

    レーション会計に基づく増加額 
            －         １７１     １７３ 

     

  利 益 剰 余 金 減 少 高   １,４００   １,０５６   ２,９５１ 

    配      当      金   １,０７５     ７９２   １,５９９ 

    役 員 賞 与      ３２４      ２６４      ２６４ 

    連結子会社の合併による減少額           －           －      ２８０ 

    フランス連結子会社の新会 

    計 基 準 適 用 に 伴 う 減 少 額  
            －             －     ８０７ 

                   

 利益剰余金中間期末(期末)残高 ５４,３３５ ３９,９６５ ４５,９２９ 

     

 

 



－    － １２

 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書  

                                                                                 (単位 百万円) 

 
 

科        目 

当 中 間 期 

17.4. 1 から 

17.9.30 まで 

前年中間期 

16.4. 1 から 

16.9.30 まで 

前   期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

   税金等調整前中間(当期)純利益 １５,８９１ １３,６６９   ２６,０２０

   減価償却費 １２,６９８ １２,０６５   ２４,４３８

   有価証券売却益 － △ ５  △ ５

   退職給付引当金の増加額 (△減少額) △ １３ １０      ９８４

   持分法による投資利益 △ ３７７ △ ７８９  △ １,２４１

   売上債権の増加額 △ ８,１２０ △ １２,２７１  △ １３,２２６

   棚卸資産の減少額 (△増加額) △ ３４３ １,２２９  △ ３,９４７

   仕入債務の増加額 １７１ ３,４２８   １８,２９６

   受取利息配当金 △ ３７４ △ ３００  △ ８９４

   支払利息 １,１３３ １,４６２   ２,９５８

   役員賞与の支払額 △ ３６４ △ ２９４  △ ２９４

   その他 ２,６６２ ５,１９４   ４,０９９

       小    計 ２２,９６３ ２３,４００   ５７,１８８

   利息及び配当金の受取額 ３７４ ４４３   １,０３８

   利息の支払額 △ １,０６１ △ １,３３８  △ ２,９２１

   法人税等の支払額 △ ８,０４９ △ ７,６０５  △ １１,９５４

  営業活動によるキャッシュ・フロー １４,２２６ １４,８９９   ４３,３５１

     

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   定期預金の預入による支出 △ ３２７ △ １７９  △ ４８３

   定期預金の払戻による収入 ３２１ １０,１８１   １０,５０５

   有価証券の取得による支出 △ ３ △ ０   －

   有価証券の売却による収入 － ６５   ８５

   固定資産の取得による支出 △ １６,７５０ △ １４,１８７  △ ２９,７５６

   固定資産の売却による収入 １７０ ３,２７９   ３,６４２

   投資有価証券の取得による支出 △ ２,８９２ △ １,３３１  △ ３,６０７

   貸付による支出 △ ３０２ △ ８２  △ １３９

   貸付金の回収による収入 １６３ １００   ２３５

   その他 △ ４８４ △ ３１５  △ ３４０

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２０,１０６ △ ２,４６９  △ １９,８５８

     

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

   短期借入金の純増減額 ９,４１１ △ １,００３  △ １２,５７８

   長期借入による収入 １９,６３２ ２,９４９   １４,１８８

   長期借入金の返済による支出 △ ２２,７４３ △ １,６１５  △ ２,３８８

   社債の償還による支出 － △ １０,０００  △ ２０,０００

   自己株式の増加額 △ ３３ △ ２５  △ １０５

   親会社による配当金の支払額 △ １,０７５ △ ７９２  △ １,５９９

   少数株主への配当金の支払額 △ ５６ △ ６７  △ ６７

  財務活動によるキャッシュ・フロー ５,１３３ △ １０,５５４  △ ２２,５５０

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ２８４ ２１   ７４

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 (△減少額) △ ４６２ １,８９６   １,０１６

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３５,４２５ ３４,３３６   ３４,３３６

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ６４４ ７１   ７１

 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３５,６０７ ３６,３０５   ３５,４２５

 



－    － １３

 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数は５１社(国内１９社、海外３２社)であり、これらはいずれも主要な子会社 
であります。 
  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、 
              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、 
              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) 
なお、当中間期より、次の７社について、重要性が増したため連結子会社に含めております。 
コーヨー日軸(株)、コーヨー光和(株)、コーヨーサービス(株)、KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)、 
KOYO KULLAGER SCANDINAVIA A.B.(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)、KOYO STEERING ARGENTINA S.A.(ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ)、 
KOYO STEERING BRASIL LTDA.(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 
 

２．持分法の適用に関する事項 
関連会社５社（富士機工(株)、SONA KOYO STEERING SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、KENTUCKY  
ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)、一汽光洋轉向装置有限公司(中国)、MARZORATI COMPONENTI  
INDUSTRIALI S.P.A.(ｲﾀﾘｱ)）に対する投資について持分法を適用しております｡  
なお、前期において持分法適用会社でありました KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)は、当中間期よ 
り連結の範囲に含めております。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
中間連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 
         有価証券のうち、時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価 
         法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で、時価 
         のないものについては、移動平均法による原価法であります｡ 

棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡ 
    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 
         有形固定資産・・・・主として定率法 
                           ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を除 
                           く｡)については、定額法を採用しております。 
         無形固定資産・・・・定額法 
                           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 
                           間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
    (3)  重要な引当金の計上基準 
      (a)  貸倒引当金 
           中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 
不能見込額を計上しております。 

      (b)  投資損失引当金 
           非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計 
           上しております｡ 
      (c)  退職給付引当金 
          従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
           基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
      (d)  役員退職慰労引当金 
           当社および一部の子会社は、役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期 

末要支給額のうち、当中間期末において発生していると認められる額を計上しておりま 
す。 

    (4) リース取引の処理方法 
         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
    (5) 消費税等の会計処理 
       税抜方式 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    (1) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
        中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、 
        随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な 
        リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており 
        ます。 
(2) 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 

                            当 中 間 期   前年中間期   前       期  
現金及び預金勘定 ３６,２７２百万円 ３６,７２２百万円 ３５,８６１百万円
有価証券勘定 ４７百万円 ５９百万円   ４３百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △     ６９５百万円 △     ４４７百万円 △     ４６７百万円
株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等   △       １６百万円 △       ２８百万円 △       １２百万円
現金及び現金同等物 ３５,６０７百万円 ３６,３０５百万円 ３５,４２５百万円

 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業 
会計審議会 平成１４年８月９日))および固定資産の減損に係る会計基準の適用指針(企業会計基
準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号)を当中間期より適用しておりま
す。これにより、税金等調整前中間純利益は１,１５３百万円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接
控除しております。 

 
 
 

 セ グ メ ン ト 情 報  

 
 １．事業の種類別セグメント情報 
      下記の理由により記載を省略しております。 
       (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。 
       (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の 
          ９０％超であるため。 
       (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。 
 
 
 ２．所在地別セグメント情報 
 
     １７年９月中間期(平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで)               (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 

その他

の地域

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結

 

  売上高及び営業損益     
   売    上    高     
  (1)外部顧客に対する売上高 165,642 76,403 47,617 19,624 6,018 315,305 - 315,305  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

42,395 2,443 364 2,584 272 48,059 (48,059) -
 

 計 208,037 78,846 47,981 22,208 6,290 363,365 (48,059) 315,305  
   営  業  費  用 193,261 79,833 46,420 20,765 5,990 346,270 (47,972) 298,297  

   営  業  利  益 14,776 △  986 1,561 1,442 300 17,095 (    87) 17,007  
  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 

        (4)その他の地域……パナマ、アルゼンチン、ブラジル 
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     １６年９月中間期(平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで)               (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 

その他

の地域

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結

 

  売上高及び営業損益     
   売    上    高     
  (1)外部顧客に対する売上高 147,794 72,909 40,688 17,131 1,493 280,016 - 280,016  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

41,429 1,308 559 2,463 32 45,794 (45,794) -
 

 計 189,223 74,218 41,248 19,595 1,525 325,811 (45,794) 280,016  
   営  業  費  用 176,366 75,511 39,480 18,094 1,380 310,832 (45,214) 265,617  

   営  業  利  益 12,857 △1,293 1,768 1,500 145 14,978 (   579) 14,399  
  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 

        (4)その他の地域……パナマ 

 
     １７年３月期(平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで)                   (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 

その他

の地域

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結

 

  売上高及び営業損益     
   売    上    高     
  (1)外部顧客に対する売上高 307,338 142,352 81,393 36,091 3,066 570,243 - 570,243  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

84,986 3,128 991 5,173 36 94,316 (94,316) -
 

 計 392,325 145,481 82,385 41,264 3,103 664,559 (94,316) 570,243  
   営  業  費  用 364,015 148,256 79,202 38,417 2,786 632,677 (92,803) 539,874  

   営  業  利  益 28,310 △2,775 3,183 2,847 316 31,881 ( 1,512) 30,369  
  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 

        (4)その他の地域……パナマ 

 
 
 ３．海外売上高 
      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡ 
 

１７年９月中間期(平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで) 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 77,527 百万円 47,695 百万円 32,709 百万円 8,793 百万円 166,725 百万円

② 連結売上高  315,305 百万円

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

24.6％ 15.1％ 10.4％ 2.8％ 52.9％

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 
     (4)その他の地域……中南米 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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１６年９月中間期(平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで) 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 71,908 百万円 40,712 百万円 30,222 百万円 5,498 百万円 148,340 百万円

② 連結売上高  280,016 百万円

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

25.7％ 14.5％ 10.8％ 2.0％ 53.0％

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 
     (4)その他の地域……中南米 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
１７年３月期(平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで) 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 140,870 百万円 82,365 百万円 62,844 百万円 11,277 百万円 297,358 百万円

② 連結売上高  570,243 百万円

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

24.7％ 14.4％ 11.0％ 2.0％ 52.1％

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国 
     (4)その他の地域……中南米 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 
 

 
 

 有 価 証 券  

 

 

１７年９月中間期(平成１７年９月３０日現在) 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

 (１)株   式 ５,２７８ ２１,５５８ １６,２８０ 

 (２)債   券    

社          債 ５５ ７７ ２２ 

そ    の    他 － － － 

 (３)そ の 他 １９３ ２００ ６ 

合   計 ５,５２７ ２１,８３６ １６,３０８ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券         （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式 ２５４ 

 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,２８４ 

 



－    － １７

 

１６年９月中間期(平成１６年９月３０日現在) 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

 (１)株   式 ５,１５２ １５,８０１ １０,６４８ 

 (２)債   券    

社          債 ７５ ８８ １３ 

そ    の    他 １９ １９ ０ 

 (３)そ の 他 １９３ １７５ △     １８ 

合   計 ５,４４１ １６,０８４ １０,６４３ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券         （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２４９ 

 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,２８０ 

 

 

１７年３月期(平成１７年３月３１日現在) 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

 (１)株   式 ５,１７６ １７,８９６ １２,７１９ 

 (２)債   券    

社          債 ６５ ７６ １１ 

そ    の    他 － － － 

 (３)そ の 他 １９３ １８１ △     １１ 

合   計 ５,４３５ １８,１５４ １２,７１８ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券           （単位 百万円） 

種      類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式 ２４７ 

 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,２７７ 

 



平成 18年 3月期 個別中間財務諸表の概要

上   場   会   社   名      光洋精工株式会社 上場取引所    東 大 名

コード番号   6473 本社所在都道府県

( URL  http://www.koyo-seiko.co.jp/ ) 大阪府

   役職名   取締役社長          氏名   吉田  紘司

   役職名   執行役員経理部長    氏名   酒井  祥夫 TEL (06) 6271 - 8261
決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 4日 中間配当制度の有無      有

中間配当支払開始日　　平成 17年 12月 9日 単元株制度採用の有無   有 (1単元 1,000株)

１. 17年 9月中間期の業績(平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日)
(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 17年 9月中間期 173,312 5.7 9,533 6.2 11,125 2.7
 16年 9月中間期 163,939 6.7 8,979 35.3 10,836 56.9
 17年 3月期 337,683 19,987 21,771

百万円 ％ 円　　銭

 17年 9月中間期 6,834 27.2 31.34
 16年 9月中間期 5,374 44.9 26.96
 17年 3月期 11,731 56.87
(注) ①期中平均株式数  17年 9月中間期  218,107,716 株   16年 9月中間期  199,353,700 株   17年 3月期  204,471,983 株

②会計処理の方法の変更   無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円　　銭 円　　銭

 17年 9月中間期 6.00 －
 16年 9月中間期 4.00 －
 17年 3月期 － 9.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 17年 9月中間期 385,633 166,487 43.2
 16年 9月中間期 358,795 138,479 38.6
 17年 3月期 381,372 155,720 40.8
(注) ①期末発行済株式数  17年 9月中間期  218,964,715 株  16年 9月中間期  201,879,684 株  17年 3月期  215,092,103 株

②期末自己株式数    17年 9月中間期      171,397 株  16年 9月中間期       91,445 株  17年 3月期      149,429 株

２. 18年 3月期の業績予想(平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日)

期  末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

415,000 25,000 14,500 7.00   13.00   
(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    59 円 62 銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因

によって予想数値と異なる場合があります。 なお、業績予想には平成18年1月1日付けの豊田工機株式会社との合併による

業績への影響を織り込んでおります。(売上高 55,000百万円、経常利益 3,000百万円、当期純利益 2,000百万円)

また、1株当たり予想当期純利益(通期)の計算に際しては、合併による株式数の増加を加味して算出しております。

 (注) 17年 9月中間期配当金の内訳

       特別配当     0円 00銭

株主資本比率

中間(当期)純利益

総  資  産 株  主  資  本

１  株  当  た  り

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ) 純 利 益

 年  間  配  当  金

１  株  当  た  り

 中  間  配  当  金

売   上   高 経  常  利  益

通　　期

当  期  純  利  益　
1株当たり年間配当金

685.95            
723.49            

平成 17年 11月 4日

経  常  利  益

1株当たり株主資本

       記念配当     0円 00銭

760.34            

代 表 者

問合せ先責任者

売    上    高 営  業  利  益

－ １ ８ －



   －    － １９

 中  間  貸  借  対  照  表  

                                                    (単位 百万円) 

 

 
科      目 

当 中 間 期 

(17.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(16.9.30 現在) 

前      期 

(17.3.31 現在) 

 （ 資 産 の 部 ）    

  流 動 資 産        １６１,５４７        １５４,０２３        １６２,５７２ 

 現 金 及 び 預 金         １５,１２３         １７,００４         １５,１９９ 

 受 取 手 形            ２,９７９            ２,８６１            ２,８１５ 

 売 掛 金         １０５,２０９          ９７,５２９        １０６,０９４ 

 有 価 証 券                －              １９               － 

 棚 卸 資 産         ２４,９６６         ２４,１４７        ２４,３６０ 

 繰 延 税 金 資 産             ３,０８７             ３,１６４            ３,１６６ 

 そ の 他          １０,１９９           ９,３１９          １０,９５６ 

 貸 倒 引 当 金      △       １９      △       ２４      △       ２１ 

  固 定 資 産         ２２４,０８６         ２０４,７７１        ２１８,７９９ 

   有 形 固 定 資 産          ８０,０７０          ７５,７７２         ７９,０７９ 

 建            物          １７,２３９          １７,６４９          １７,１７６ 

 機 械 及 び 装 置          ３６,４４９          ３４,７７６          ３５,７５６ 

 土 地          １６,４７１          １６,５５３          １６,５４７ 

 そ の 他          ９,９０９          ６,７９３         ９,５９９ 

   無 形 固 定 資 産          １,１７７          １,０８３         １,１９８ 

   投資その他の資産        １４２,８３８        １２７,９１６        １３８,５２２ 

 関 係 会 社 株 式        １０９,７８２        １０１,４２６        １０９,７８２ 

 繰 延 税 金 資 産           ３,７２４           ４,９７０            ４,７８９ 

 そ の 他           ３７,２０６           ２９,６１０          ３２,０３７ 

 貸 倒 引 当 金      △      ２３２      △      ２６４      △      ２４６ 

 投 資 損失引当金      △    ７,６４１      △    ７,８２６      △   ７,８４１ 

 資  産  合  計        ３８５,６３３        ３５８,７９５        ３８１,３７２ 

（注）                                  当 中 間 期        前年中間期     前      期 

 １．有形固定資産の減価償却累計額      234,699百万円     231,982百万円    233,028百万円 

  ２．保証債務              31,790百万円       28,864百万円       29,011百万円 

保証予約              10,307百万円       13,058百万円       9,669百万円 

経営指導念書差入               -百万円         1,880百万円         1,129百万円 

 ３．当中間期の発行済株式数の増加の内訳    転換社債の転換         3,894千株 

           転換総額            3,094百万円 

           資本組入額           1,546百万円 

 



   －    － ２０

 

                                                                               (単位 百万円) 

 

 
科      目 

当 中 間 期 

(17.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(16.9.30 現在) 

前      期 

(17.3.31 現在) 

 （ 負 債 の 部 ）    

  流 動 負 債         １３６,２５１         １３９,０２３        １４６,１２４ 

 支 払 手 形          ３,０５２          ２,７１２          ３,０３１ 

 買 掛 金           ８１,３９２           ７３,０８５         ８０,７４０ 

 短 期 借 入 金          ２８,７５０          ３３,８５０         ３３,８５０ 

 一年以内償還社債                   －          １０,０００                 － 

 一年以内償還転換社債               ３６６                   －          １,８１０ 

 そ の 他          ２２,６９０          １９,３７６         ２６,６９２ 

  固 定 負 債         ８２,８９４         ８１,２９１         ７９,５２７ 

 社 債          １０,０００          １０,０００         １０,０００ 

 転 換 社 債            １,４０７          １５,３９８           ３,０５３ 

 新株予約権付社債            ９,９９３          １０,０００          ９,９９７ 

 長 期 借 入 金          ３５,０００          ２０,０００          ３０,０００ 

 退 職 給付引当金          ２６,３２１          ２５,６０８         ２６,１４９ 

 役員退職慰労引当金            １７２            ２８４            ３２８ 

 負  債  合  計         ２１９,１４５         ２２０,３１５        ２２５,６５２ 

 （ 資 本 の 部 ）    

  資  本  金           ３５,０１０           ２８,１９４         ３３,４６３ 

  資 本 剰 余 金          ６９,７８２          ６２,９６５         ６８,２３５ 

  資 本 準 備 金          ６９,７８１          ６２,９６５         ６８,２３４ 

  その他資本剰余金                   １                   －                  ０ 

 自己株式処分差益                １                －                ０ 

  利 益 剰 余 金          ５２,３１７          ４１,１１１         ４６,６６１ 

  利 益 準 備 金           ５,８６５           ５,８６５          ５,８６５ 

  任 意 積 立 金          ３６,２６９          ２６,６５９         ２６,６５９ 

 特 別 償却準備金              ８４              ７５              ７５ 

 固定資産圧縮積立金          ２,１７９          ２,０７８          ２,０７８ 

 別 途 積 立 金          ３４,００５          ２４,５０５         ２４,５０５ 

 中間(当期)未処分利益         １０,１８２           ８,５８６         １４,１３６ 

  その他有価証券評価差額金            ９,５６５            ６,２８１          ７,５１４ 

  自 己 株 式       △     １８８       △      ７３      △      １５４ 

 資  本  合  計         １６６,４８７         １３８,４７９        １５５,７２０ 

 負債及び資本合計         ３８５,６３３         ３５８,７９５        ３８１,３７２ 



   －    － ２１

 

 中  間  損   益   計   算   書  

                                             (単位 百万円) 

 

 

 

 

科             目 

当 中 間 期 

17.4. 1 から 

17.9.30 まで 

前年中間期 

16.4. 1 から 

16.9.30 まで 

前    期 

16.4. 1 から 

17.3.31 まで 

 売      上      高   １７３,３１２   １６３,９３９   ３３７,６８３  

 売    上    原    価   １４８,１８８   １４０,１１９   ２８７,４９９  

 売 上 総 利 益   ２５,１２３   ２３,８１９    ５０,１８４  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     １５,５９０     １４,８４０    ３０,１９６  

 営 業 利 益     ９,５３３     ８,９７９    １９,９８７  

 営   業   外   収   益      

 受 取 利 息 配 当 金     １,０２２       ７１８       ８９０  

 雑     収       入     １,０７３     １,７０１     ２,３４９  

 営  業  外  費  用     

 支  払  利  息        ３１４        ４３６        ７９０  

 雑       損       失       １８９       １２６       ６６６  

 経 常 利 益    １１,１２５    １０,８３６     ２１,７７１  

 特   別   利   益     

 固 定 資 産 売 却 益        ２        １      ２１８  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額       １６        －       －  

 特   別   損   失     

 固 定 資 産 除 却 損         ２１５          ９０         ７１３  

 減 損 損 失         １７５            －          －  

 有 価 証 券 等 評 価 損         １１        ３６０ ３２３  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － １５ －  

 投資損失引当金繰入額 １３ １,６００       １,７１０  

 そ の 他 ７０１ － ６７５  

 税引前中間(当期)純利益    １０,０２６     ８,７７２    １８,５６６  

 法人税、住民税及び事業税       ３,４５０       ２,４００     ６,５００  

 法 人 税 等 調 整 額   △    ２５７        ９９７    ３３４  

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益     ６,８３４     ５,３７４    １１,７３１  

 前 期 繰 越 利 益     ３,３４８     ３,２１１     ３,２１１  

 中 間 配 当 額             －             －       ８０７  

 中間(当期)未処分利益    １０,１８２      ８,５８６    １４,１３６  



   －    － ２２

 
 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 
          子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法 
          その他有価証券 
                時価のあるもの ………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                                            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                                              移動平均法により算定） 
                時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法 
  （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
          移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産………………定率法 
                                ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 
                                く。）については、定額法を採用しております。 
  （２）無形固定資産………………定額法 
                                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 
                                間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
  （１）貸倒引当金 
        中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 
        より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上 
        しております。 
  （２）投資損失引当金 
        関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
  （３）退職給付引当金 
        従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、 
        当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
  （４）役員退職慰労引当金 
        役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額のうち、当中間期末におい 

て発生していると認められる額を計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 
      は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．消費税等の会計処理 
      税抜方式 
 
(固定資産の減損に係る会計基準) 

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業 
会計審議会 平成１４年８月９日))および固定資産の減損に係る会計基準の適用指針(企業会計基 
準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号)を当中間期より適用しておりま 
す。これにより、税引前中間純利益は１７５百万円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接 
控除しております。 

 

 

 
 

 

 



   －    － ２３

 

有   価   証   券 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                   (単位 百万円) 

 当中間期 前年中間期 前  期  

 （平成17年9月30日現在） （平成16年9月30日現在） （平成17年3月31日現在）  

 

 

 

 中間貸借対

照表計上額
時 価 差 額

中間貸借対

照表計上額
時 価 差 額

貸借対照表 

計  上  額 
時 価 差 額

 

 子会社株式 1,614 3,709   2,094 1,614 2,519   905 1,614 3,071 1,456  

 関連会社株式 4,085 7,992  3,906 3,015 6,534  3,518 4,085 8,880 4,794  

 合      計 5,700 11,701 6,000 4,629 9,054 4,424 5,700 11,951 6,250  

 

 


